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トピックス

　厚生労働省は10月23日、平成31年
度・令和元（2019）年度の「監督指
導による賃金不払残業の是正結果」を
公表した。労働基準監督署が監督指導
を行った結果、不払いだった割増賃金
が支払われたもののうち、支払額が１
企業で合計100万円以上となった事案
を取りまとめたもの。
　是正企業数は1,611企業。うち1,000
万円以上の割増賃金を支払ったのは
161企業。対象労働者数は約7.9万人と、
過去10年間で最少となっている。業
種別の対象労働者数は医療や介護職場
などの保健衛生業が最も多く、全体の
４分の１を占めた。
　なお、公表資料には、是正結果とあ
わせて、監督指導の対象となった企業
における、賃金不払残業の解消のため
の様々な取組事例も紹介されている。

是正対象労働者数と支払額は 
過去10年で最少

　公表資料によると、平成31年度・
令和元年度の是正企業数は1,611（前
年度比157減）。うち1,000万円以上
の割増賃金を支払ったのは、161企業
（同67減）だった。
　対象労働者数は７万8,717人（同３
万9,963人減）で、支払われた割増賃
金の合計額は98億4,068万円（同26
億815万円減）に上った。支払われた
割増賃金の平均額は、１企業当たり
611万円、労働者１人当たり13万円
となっている。
　過去10年の推移を見ると、是正企
業数は、最も多かった平成29（2017）
年度から２年連続の減少（表）。対象
労働者数と是正支払額は、いずれも過

去10年で最少となっている。

業種別の対象労働者数は 
保健衛生業が最多

　是正指導を受けた1,611企業を業種
別に見ると、最も多いのは商業で292
企業（18.1％）、次いで製造業が283
企業（17.6％）、保健衛生業が208企
業（12.9 ％）、 建 設 業 が203企 業
（12.6％）となっている。
　対象労働者数を業種別で見ると、最
も多いのは保健衛生業で１万9,580人
（24.9％）と、全体の約４分の１を
占めている。次いで、製造業が１万
1,902人（15.1％）、商業が１万1,187
人（14.2％）、金融・広告業が6,073
人（7.7％）となっている。
　是正支払額を業種別に見ると、最も
大きいのは保健衛生業で24.4億円。
次いで商業が15.9億円、製造業が
10.3億円、建設業が10.2億円となっ
ている。

賃金不払残業の解消のための 
取組事例を紹介

　厚生労働省は是正結果とあわせて、
監督指導の対象となった企業における、
賃金不払残業の解消のための様々な取
組事例についても紹介している。
　例えば、卸売業における固定残業代
制度の不適切な運用の事例では、労働
者に対して月10～42時間相当の残業
手当が定額で支払われていたものの、
実際の労働時間を全く把握しておらず、

賃金不払残業の疑いが認められたため、
実態調査を行うよう指導した。これを
受けて企業は、不払いになっていた割
増賃金を支払うとともに、「労働時間
適正把握ガイドライン」に基づく労働
時間の考え方についての資料を作成。
全ての労働者に周知したほか、パソコ
ンのオン・オフ時の時刻を自動で記録
する勤怠管理システムを導入するなど
の取り組みを実施した。
　また、産業廃棄物処理業における始
業前残業と労働時間の切り捨ての事例
では、産業廃棄物の収集車の運転者に
対し、始業前の朝礼への出席と車両点
検を義務付けていたほか、労働時間の
算定の際に、１日ごとに30分単位で
切り捨て計算を行っており、賃金不払
残業の疑いが認められたため、実態調
査を行うよう指導した。これを受けて
企業は、不払いとなっていた割増賃金
を支払った。また、役員が全ての労働
者に対して、労基署の指導内容やコン
プライアンスの重要性を説明し、「労
働時間適正把握ガイドライン」に基づ
く労働時間の適正な把握について教育
研修を実施。30分未満の労働時間を
切り捨てる方式を廃止したほか、朝礼
および車両点検については始業後に実
施することとした。さらに、労働時間
の適正な管理を徹底するため、タイム
カードや車両の運行記録などに大幅な
かい離があった場合には、その原因に
ついて聴取を行うなどの取り組みも実
施した。� （調査部）

5 賃金不払残業の是正結果を公表
――厚労省調べ時間外労働
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企業数 1,386 1,312 1,277 1,417 1,329 1,348 1,349 1,870 1,768 1,611
対象労働者数（百人） 1,152 1,170 1,024 1,149 2,035 927 980 2,052 1,187 787
是正支払額（万円） 1,232,358 1,459,957 1,045,693 1,234,198 1,424,576 999,423 1,272,327 4,464,195 1,244,883 984,068

表　100万円以上の割増賃金の遡及支払状況




